
VIEWPOINT

信頼性からAIレディへ:日本企業が
測定可能なエンタープライズ価値
を実現するためのロードマップ

日本は、信頼性を犠牲にすることなくAI時代へと加速することができます。そ
のためには、3つの意図的な取り組みが重要です。すなわち、リスクとコストが
蓄積するコア領域を刷新すること、クラウドの俊敏性とデータフローを実現す
る基盤を再構築すること、そしてAI主導のイノベーションによって業務とオペ
レーションを再構想することです。
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機能しているものは守りつつ、変化を妨げている制約を刷
新し、クラウドとデータの基盤を再構築し、その上でAIによ
ってワークフローを再構想する――これが進むべき方向性
です。日本の産業界は、信頼性とプロセスの卓越性で知ら
れています。この運用面での厳格さは、製造業やプロセス
エンジニアリングにおける画期的な成果を生み出し、世界
中の主要企業に広く採用されてきました。

信頼性は戦略的資産ですが、AI時代は競争のダイナミクス
を変えつつあります。スピード、データドリブンな意思決定、
そしてエンジニアリング生産性が、新たに台頭しつつある
オペレーティングモデルで成功するための中核的な能力と
なっています。

日本において、AIをスケールさせる上での障壁は、意志の
欠如ではありません。ソフトバンクロボティクスや富士フイ
ルムのような企業は、製造業やヘルスケアの分野でAIの活
用を急速に進めており、スマートシティや金融サービスに
おいても同様の動きが生まれています。制約となっている

日本では、熟練した専門人材が引退していく
中で、老朽化した基幹システムの刷新と、知識
喪失リスクの低減が必要です。
多くのIT環境は、安定性を重視して構築されて
おり、クラウドの俊敏性やAIとの統合を前提と
していません。そのため、保守コストや運用リ
スクが高まっています。
各組織は、まず1つか2つのユースケースでAI
の価値を実証し、その後にスケールさせるべ
きです。

強固なデータ基盤、統合、エンジニアリング、そ
して運用面での規律が、スケールを現実的な
ものにします。
明確なガバナンスに支えられたプロダクト中
心のオペレーティングモデルを通じて、人と機
械の協働のあり方を再構想することが求めら
れます。

インサイト

のは実行面です。多くの組織は、複雑かつしばしばサイ
ロ化されたアプリケーション環境の中でAIを全社規模に
展開しなければならず、しかも、それらを刷新するノウハ
ウを持つ専門人材のプールは縮小し続けています。

この刷新は喫緊の課題であり、行動できる時間的猶予
はもはや限られています。経済産業省は8年前、2018年に

「2025年の崖」について最初の警告を発しました。同報
告書は、組織がITシステムを刷新し、デジタル化を全面
的に受け入れない限り、日本は2025年以降、年間12兆円
(770億ドル)の損失を被ることになると指摘しました。

これらすべての中で、目標は機能しているものを置き換
えることではありません。日本は、組織の再発明を通じ
て、信頼性を維持したままスピードと適応力を取り戻すこ
とができます。そのための道筋は、構造化されており、リ
スクも低いものです。すなわち、変えるべきところを刷新
し、俊敏性のための基盤を再構築し、信頼性を譲れない
ものとして守りながらAIで業務を再構想することです。
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日本が、欧米と同じように、AIに対応できる基盤への取り
組みを進めてこなかったわけではありません。富士通の
ように、多くの日本企業がクラウドとデータドリブンの時
代に向けて技術スタックを刷新し、モダンなワークロード
を支えるマイクロサービスアーキテクチャへの移行を進
めています。

しかし、多くの企業では、IT環境が依然として高度にカ
スタマイズされており、新旧のさまざまなシステムと接続
されたままです。このようなインターフェースとプロセス
の「スパゲッティ」状態は、AI技術と容易に連携できませ
ん。ビジネスは過去にうまく回っており、ITシステムも稼
働し続けてきたため、多くの組織はWebベースのアプリ
ケーションを通じてフロントエンドの刷新に注力してき
ました。その結果、プレゼンテーション層は強化されたも
のの、必要な基盤面でのスピードは伴っていません。デ
ジタル接点は改善されたにもかかわらず、サイクルタイ
ムは短縮されませんでした。なぜなら、周辺のシステム
やプロセスの依存関係に制約が残ったままだったから
です。
AI統合の欠如は、課題の1つに過ぎません。現状のシス
テムを維持すること自体も、ますます難しくなっていま
す。現在、日本のほとんどの大学ではPythonやその他
の新しいアプリケーション中心の言語が教えられてお
り、COBOLやPascalといった古い言語を学びたいと考
える卒業生はほとんどいません。経験豊富な専門家が引

信頼性のギャップ:安定性が成果
を遅らせるとき

退するにつれて、彼らは重要な業務知識・技術知識を持ち
去ってしまいます。これにより運用リスクが高まり、変化のペ
ースが鈍るため、成果重視の刷新プログラムが急務となっ
ています。

予算面の懸念もあります。政府および産業界の分析によれ
ば、日本の多くのエンタープライズシステムは数十年前の
ものであり、相当数の企業ではIT支出の大半を保守が占め
ています。Infosys会長のナンダン・ニレカニ氏が最近の基
調講演で述べたように、各組織はAIのようなイノベーション
や新たな能力にもっと投資したいと考えていますが、まず
現在動いているものを簡素化しなければ、その転換は困難
です。たとえば、ある日本のベアリングメーカーは、ECサイ
トにおける課題として、システムの老朽化、保守コストの上
昇、OSやミドルウェアの更新の必要性を挙げました。エン
タープライズ変革をさらに進めるための準備として、クラウ
ドへの移行は譲れないものと位置づけられました。

古いIT環境は、障害リスクを高める要因にもなります。イン
シデントや侵害が数か月にわたって検知されないこともあ
り、財務面およびレピュテーション面でのリスクを増大させ
ます。
さらに、日本においてITは歴史的に、発明エンジンというよ
りもリスクコントロール機能として扱われてきました。これ
がガバナンス、所有権、そしてペースに影響を与えていま
す。意思決定権限はビジネス側のリーダーに置かれている
ことが多く、ベンダー選定では調達部門やリスク部門が大
きな役割を果たします。そのため、CIOやCTOは明確な価
値訴求を必要とします。それは、信頼性が損なわれないこ
と、そしてその恩恵が複数年にわたるプログラムの後では
なく、早期に目に見える形で現れることを示すものです。
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AIファーストの組織は、ビジネス価値をより速く提供し、生
産性を高め、スケールに伴う効率化を実現します。

このフレームワークは、リーダー層の関心をまず「成果」に
揃えた上で、その成果を実現するために必要な基盤と実行
へと落とし込みます。成果の例としては、よりパーソナライズ
された製品を通じた顧客体験の改善、重要プロセスにおけ
るサイクルタイムの短縮、業務の簡素化を通じた従業員生
産性の向上などが挙げられます。実務上、このジャーニー

図1. Infosys AIファースト価値フレームワークは6つの主要な柱で構成される

出典:Infosys

日本のための成果起点型AIロ
ードマップ

各組織のAIジャーニーを支援するため、Infosysは、AIへの
移行を導き実装するための包括的なサービス群である「AI
ファースト価値フレームワーク」を策定しました(図1)。
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は3つの動きを通じて最も効果を発揮します。すなわち、予
算と知識を縛りつけている制約を刷新すること、データと統
合を通じてクラウドの俊敏性のための基盤を再構築するこ
と、そして責任あるAI、セキュリティ、コンプライアンスを組
み込んだ上で、AI主導のイノベーションによってプロセスと
体験を再構想することです。

https://www.infosys.com/services/data-ai-topaz/insights/enterprise-ai-readiness.pdf
https://www.infosys.com/services/data-ai-topaz/insights/enterprise-ai-readiness.pdf
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日本企業はこのフレームワークを活用して、成果に向けた足
並みを揃え、以下の方向へと迅速に進むことができます。

生産性とスピードは、リーダー層が価値を素早く実証できる
領域である場合が多いです。AI支援エンジニアリングは、デ
リバリーサイクルを短縮し、手戻りを減らし、希少なスキルへ
の依存を低減することができます。特に強力なデリバリー規
律と組み合わさったときに、その効果は顕著です。
生成AIや、より高度な自律型エージェントは、コード生成、リ
ファクタリング、テスト、ドキュメント化といったタスクを加速
させることができます。要件定義書をより速く動作するコード
に変換できるとき、また、テストとリリースのサイクルが効率
化されたとき、PoCのタイムラインは短縮されます。AI支援エ
ンジニアリングはまた、知識の継承を支援し、複雑な環境を
チームが理解する助けとなります。 
クラウドの俊敏性のために基盤を再構築するには、エンドツ
ーエンドの成果を引き出すための、より強固なデータフロー
と統合が必要です。これは、データがアクセス可能であり、AI
システムに読み取り可能で、リアルタイムであり、推論を行う
システムに低レイテンシで届けられることを意味します。AIシ
ステムは、アプリケーション・プログラミング・インターフェー
ス(API)を通じて旧来のソフトウェアコンポーネントと統合さ
れるべきです。組織が新しいモデルやインフラを導入してい
く中で、これらのインターフェースは柔軟性を維持し、ベンダ
ーロックインを低減します。
AIの安全性とセキュリティもきわめて重要です。ある日本の
ゲーム企業はInfosysと協働し、コンテンツがビジネスポリシ
ーの要件を満たしているかどうかを判定するために、大規模
言語モデルを活用したコンテンツモデレーションシステムを
構築しました。鍵となったのは、ヘイトスピーチ、個人のプラ
イバシー、著作権に関してフィルタリングされたすべての出
力が、ルールベースのアクション、人によるレビューの優先順
位付け、そしてコンプライアンスのための監査可能な透明性
を可能にすることで、下流の自動化を支えることでした。

生産性とスピード:AI支援エンジニアリング、
モダンなデリバリー規律、そして変更サイク
ルの短縮を通じて実現します。

体験と成長:制約からジャーニーを切り離
し、標準的なインターフェースを使用し、デー
タの可用性を確保することで実現します。

データと統合:アクセス可能でリアルタイ
ムなデータと、低レイテンシのインターフ
ェースを通じて、AIを実運用で利用可能に
します。

レジリエンスと信頼性:変化が加速する中
で重要な業務を保護するためのオブザー
バビリティと事業継続パターンを通じて実
現します

設計段階からのリスク、セキュリティ、コンプ
ライアンス:信頼を構築し、より速い導入を
可能にするガバナンスとコントロールを通
じて実現します

人材の準備:知識を継承し、希少な専門性へ
の依存を減らし、AI支援型の働き方に向け
てチームのスキルを向上させることで実現
します。
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価値実証(プルーフ・オブ・バリュー)を立ち上げる前に、リ
ーダーチームは5つの領域にわたって簡易的な評価を行う
ことができます。すなわち、データ基盤、統合とAPI、エンジ
ニアリングと運用の規律、ガバナンスと信頼、そして人材の
準備です。

どこから始めるべきかを判断す
るための簡易成熟度チェック

この簡易チェックはまた、何を最初に刷新するか(コアの制
約と知識リスク)、何を再構築するか(クラウド、データ、統
合)、どこでAIによってワークフローを再構想するかを明確
にします。
各領域を1から5までスコアリングすることで、AIが現時点
でどこで停滞するか、そしてどのアップグレードが最大の
成果を最初に引き出すかが明確になります(図2)。これはま
た、ビジネス、IT、リスク、調達の各部門が、60日から90日の
間に何を実証し、スケールに向けて何を構築する必要があ
るかについて足並みを揃える助けにもなります。

図2. AIレディネスのための成熟度ルーブリック

出典:Infosys
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ステム
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参考となる教訓は、自社のWebサイトをSAP Commerce 
Cloudに移行してフロントエンドの体験を改善した、ある小
売企業の事例です。このプロジェクトは、エンドツーエンド
の改善のポテンシャルを最大限に引き出すためには、ユー
ザーインターフェースの刷新と並行して、コアとなるバック
エンドの制約を刷新することが重要であることを浮き彫り
にしました。
前進するためには、各組織はリーダー層が関心を寄せる
1つか2つの成果から始め、より広範にスケールさせる前
に、PoCの段階で経営層に対して価値の改善を可視化す
べきです。ここでの価値指標には、サイクルタイムの短縮、
ユーザーあたりの生産性、サービスの信頼性などが含まれ
ます。

たとえば成果としては、リリース頻度を30%以上向上させる
一方で、リードタイムを40%、平均インシデント解決時間を
25%、そしてサービス提供コストを10%削減する、といった
ものが考えられます。

組織が1つか2つのユースケースからスケールへと移行す
るにあたっては、データのレディネスを確保することが鍵と
なります。組織は、効果的なデータガバナンスのために、 
マスターデータ管理とコントロール、そしてメタデータカタ
ログを整備する必要があります。これを行い、適切な統合
アーキテクチャを展開することで、重要なドメイン知識が失
われず、時間に敏感な業務プロセスのために十分に速く処
理されることが保証されます。たとえば、ある日本のスポー
ツアリーナがグリーンエネルギーへ向かうジャーニーでは、
サステナビリティ関連データを統合、標準化、可視化するた
めに集中型データプラットフォームが必要でした。これによ
り同社はカーボンフットプリントの実績を追跡し、データド
リブンな脱炭素施策を推進することができました。データ
を集約し、自動化されたデータパイプラインによって大量の
運用データをほぼリアルタイムで処理できるようにするこ
とで、このソリューションはビジネスチームが厳格な効率目
標を達成することを可能にしました。

デリバリーを再現可能にすることは、PoCからスケールに
伴う成果へと移行するための要であり、ステージ3には実際
の集中力が必要です。

プロダクト中心の考え方は、価値の流れを追跡することを
助け、優先ドメインに対するチーム間の足並みを揃え、測定
可能な目標に基づくエンゲージメントを促進します。サイロ
化された事業部門が独立してシステムを形成するのではな
く、部門横断的な支援を伴うプロダクト中心のチームを編
成することで、適切なシステムが構築されることが保証され
ます。進捗はその後、効果的な目標と主要な成果(OKR)の
セットによって測定することができます。鍵となるのは、デー
タプロダクトオーナーを配置すること、適切な資金調達モ
デルを導入すること、そして適切な評価とモニタリングのケ
イデンスを確立することです。

十分にテストされたエンジニアリングプラットフォームは、
基盤がスケールしていく中でも新しいアーキテクチャが適
応性を保ち、重要なシステムが稼働を続け、ダウンタイムリ
スクが低く保たれることを意味します。

ステージ3の最終ステップが鍵です。ケースバイケースのガ
バナンスツールは、集中型のガバナンスレイヤーに置き換
えられるべきです。IDC FutureScape 2026は、2027年まで
に世界のエンタープライズの40%が、より自律的なAIの採
用が進む中でリスクを管理し、信頼を高め、イノベーション
を可能にするために、断片化された監視を統一されたAIガ
バナンスフレームワークに置き換えると予測しています。こ
れを支援するため、組織はプライバシー、ロギング、評価、
モニタリング、監査可能性にわたる最小限の責任あるAIコ
ントロール・チェックリストを揃えることができます(図3)。私
たちのペーパー「安全な自律型AIへの新たなアプローチ」
によれば、優れたガバナンスには、一回限りのチェックでは
なく、ライフサイクル全体にわたる組み込み型かつ継続的
なコントロールが必要です。

日本版「実証してからスケー
ルする」プレイブック

私たちが日本企業に推奨するプレイブックは、3つのステー
ジで構成されます。

•	 優先ドメインについて、プロダクト中心のオーナーシップ
へと移行します。

•	 個別のチームがすべてを再発明しなくて済むよう、プラット
フォームを整備します。

•	 意思決定を遅らせるのではなく加速させる、ハイレベルな
ガバナンスと責任あるAIコントロールを提供します。

コアを刷新し、デリバリーを再現可
能にする

•	 選定したドメインに対して、データへのアクセス性と品質
を確保します。

•	 標準的なインターフェースと統合の規律を構築します。
•	 設計段階からセキュリティとコンプライアンスを組み込み

ます。

スケールに向けて基盤
を再構築する

•	 1つか2つの成果を選び、リーダー層が関心を寄せる指
標を定義します。

•	 ビジネスオーナー、リスク、調達の各部門を早期に実証
プロセスに巻き込み、何をもって成功とするかを合意し
ます。

•	 安全で、測定可能で、可視性のある、限定された範囲の
PoCを実行します。日本においては、実証が次に進むた
めの「許可」を生み出します。

ステージ1

ステージ2

ステージ3

60日から90日で再構想と価値
実証を行う

https://emarsys.com/press-release/sap-emarsys-and-infosys-collaborate-to-deliver-enhanced-personalized-omnichannel-experiences/
https://www.infosys.com/iki/perspectives/preparing-enterprises-ai.html
https://www.infosys.com/iki/perspectives/preparing-enterprises-ai.html
https://www.infosys.com/iki/perspectives/redefine-success-new-era.html
https://www.infosys.com/iki/perspectives/agile-tight-budget.html
https://www.infosys.com/iki/perspectives/agile-tight-budget.html
https://www.idc.com/wp-content/uploads/2026/01/TOFU-FFN-CSuite-The-market-leadership-imperative_Creating-advantage-in-the-agentic-economy-2.pdf
https://www.infosys.com/iki/perspectives/safe-agentic-ai.html
https://www.infosys.com/iki/perspectives/product-centric-value-delivery.html
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その先のゴールは、日本の製造業におけるFANUCやソフ
トバンクロボティクスのように、あるいはセンター・オブ・エ
クセレンスや「AI推進室」を活用してビジネス戦略を推進
し、組織全体をAI変革に向けて束ねているみずほフィナン
シャルグループのように、AIファーストになることです。

図3. 責任あるAIコントロール・チェックリスト

出典:Infosys

グローバルな競争力は、誰がAIを安全かつ迅速にスケー
ルできるかによって再定義されつつあります。
しかし、2024年のロイターのレポートは、日本の経営層の多
くがAIレディなスピードと実行のメリットをまだ目にしてい
ないことを明らかにしました。4分の1はすでにAIを自社の
ビジネスに統合済みである一方、40%もの企業がいまだに
態度を決めかねています。
2027年に向けて大胆に前進するためには、日本のリーダ
ーはAIに対応できる人材を整えるべきです。これが「刷新、
再構築、再構想」を支える基盤となるからです。AIビジネス
価値レーダー2025レポートによれば、従業員がAIを理解
し、変化に関与できるよう準備することで、成功率を18ポイ
ント改善できることがわかっています。これはまた、日本の
失敗を許容しない哲学と、スケール可能な、迅速で循環的
な実験というマンデートとのバランスを取ることをも意味し
ます。
日本は、信頼性を譲れないものとして守ること、そしてこの
中核的な文化的強みを自らの優位性として活用すること
がふさわしいでしょう。これは、優れたAIの成果には、AIに
対応した基盤と実行のための規律が必要であるという認
識の高まりと組み合わされるべきです。日本に特有の事
情として、「実証してからスケールする」プレイブックは、事
業部門の発言力が大きい繊細なパワーダイナミクスの中
で、CIOの立場を高めることができます。
もちろん、イノベーションがあらゆる場所で必要とされてい
るわけではありません。一部のITシステムは依然として特
定のプロセスにとっては十分であり、保護されるべきです。
焦点を当てるべきは、進歩を妨げているものを刷新し、クラ
ウドの俊敏性のために基盤を再構築し、測定可能な価値を
生み出す場所でAIによって業務を再構想することです。こ
の組み合わせこそが、信頼性を譲れないものとして保ちな
がら、日本企業をAI時代に向けて準備するものです。

日本が信頼性を損なわずにより
速く前進する方法

•	 厳格なデータアクセスの境界
•	 データの最小化とマスキング
•	 データ漏えいの封じ込め

•	 エンドツーエンドのエージェントテ
レメトリ

•	 すべての意思決定とインタラクショ
ンに関する改ざん不能なログ

•	 マルチエージェントワークフローを
横断するトレーサビリティ

•	 本番展開前のテストとレッドチーミ
ング

•	 プロンプト、モデル、システム、成果
にわたる評価

•	 継続的な精度、安全性、ビジネス整
合性の評価

•	 継続的なオブザーバビリティとパ
フォーマンスモニタリング

•	 ドリフトおよび異常検知
•	 継続的な改善のためのフィードバ

ックループの統合

•	 ライフサイクル全体のトレーサビ
リティ

•	 コンプライアンスとガバナンスの
ための監査対応エビデンス

•	 集中型ガバナンスレイヤーに組み
込まれたコントロール

チェックリストコントロール領域

プライバシー

ロギング

評価

モニタリング

監査可能性

https://www.mizuhogroup.com/digital/aix-generative-ai
https://www.mizuhogroup.com/digital/aix-generative-ai
https://www.reuters.com/technology/artificial-intelligence/more-than-40-japanese-companies-have-no-plan-make-use-ai-2024-07-17/
https://www.infosys.com/iki/research/ai-business-value-radar2025.html
https://www.infosys.com/iki/research/ai-business-value-radar2025.html
https://www.cio.com/article/4074930/japans-digital-transformation-in-crisis.html
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